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２０２０年３月１８日 

株 主 各 位 
 

長野県茅野市塚原一丁目８番３７号 
 

株式会社SIMMTECH GRAPHICS 
 

代表取締役
社   長   前 田 富 司 

 

 

第６０回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第６０回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し

あげます。 

なお、誠に不本意ではございますが、本総会におきましては、新型コロナウイルス

の感染拡大防止の観点から、積極的な書面による議決権行使をご活用いただければ幸

甚に存じます。その際には、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」をご

検討いただき、お手数ながら同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご

押印のうえ、ご返送くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 
 

1. 日 時 ２０２０年３月２６日（木曜日）午後２時 

2. 場 所 長野県茅野市塚原一丁目８番３７号 

「株式会社SIMMTECH GRAPHICS 本社」 [TEL 0266-72-7131] 

3. 目 的 事 項  

 報 告 事 項 第６０期(２０１９年１月１日から２０１９年１２月３１日まで)

事業報告および計算書類報告の件 

 決 議 事 項  

  第１号議案 取締役３名選任の件 

  第２号議案 監査役１名選任の件 

  第３号議案 会計監査人選任の件 

   
   
 議案の概要は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」（24頁から25頁

まで）に記載のとおりであります。 
 

以 上 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。 

◎事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.simmtechgraphics.com）にて、修正後の内容を掲載させていただきます。 
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（添 付 書 類） 

事 業 報 告 

 2019年１月１日から 

 2019年12月31日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

(1) 事業の経過およびその成果 

全般的概況 

当事業年度は経営基盤の強化を目指し、業績改善に邁進してまいりました。 

業績改善のため、製品構成は量から質へ意識を変革し、黒字転換を目指してまい

りましたが、半導体業界の Recession の影響と、Non-Fill(Tenting)製品を中心と

した不採算製品の影響が大きく、人員削減などの対策を講じながら運営してきた中

で、第４四半期から改善が実現され始めましたが、当事業年度は 12 月以外全て赤

字計上となりました。 

この結果、当事業年度の売上高は 109 億 15 百万円、営業損失は 42 億 40 百万円、

経常損失は 43 億 73 百万円、当期純損失は 53 億 20 百万円となりました。 

以上の状況から、当期の期末配当につきましては、誠に遺憾ながら無配とさせて

いただきたいと存じます。 

しかし、親会社である韓国 SIMMTECH Co., Ltd.（「SIMMTECH 社」）と連携を図り、

One Company 企業として組織・業務の統一化を進める中で、2020 年１月１日からは

社名を株式会社SIMMTECH GRAPHICSに変更いたしました。社名変更により、SIMMTECH 

GRAPHICS を SIMMTECH 社の GlobalCompany として位置付け、GDDR6 を中心とした

GRAPHIC 関連の受注に注力していきながら、営業利益確保を継続的に維持できるよ

うな経営体制を構築しております。 

株主の皆様には深くお詫び申しあげますとともに、何卒ご理解賜りますようお願

い申しあげます。 

 

売上状況については、以下のとおりであります。 

 （単位：百万円） 

区分 
第59期(前期) 
2018年12月期 

第60期(当期) 
2019年12月期 

前 期 比 

増減(△) 

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

 ％ ％  ％

パッケージ基板事業 

(月平均）

16,634 

(1,386) 

100.0 

 

10,915 

(909) 

100.0 

 

△5,719 

(△476) 
△34.4
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(2) 設備投資等の状況 

当事業年度の設備投資総額は、LDI 露光機の増設や設備の更新等を目的に設備予

算を執行し、5億 40 百万円となりました。 
 
(注) 上記設備投資額には、建設仮勘定 69百万円を含んでおります。 

 

(3) 対処すべき課題 

当社が注力している半導体業界は、従来からのスマートフォンやタブレット端末

のほかに自動車の自動運転など私たちの生活から見ても広範囲に使用用途は広が

っておりますが、その一方で、製品の高機能化、高品質化、低コスト化、短納期化

など、【QCD（Quality, Cost, Delivery）】の顧客要求レベルは更に高まり、今後も

厳しい事業環境が続くものと思われます。 

しかし、社会は第四次産業革命という新たな産業時代に突入し、AI や IOT 等に

関連する製品の需要が世界的に上向きであることも確かであります。 

また、第５世代移動通信システム「5G（高速化・大容量化・低遅延化・多接続化）」

の運用も開始されることにより、半導体業界は更なる飛躍が期待されます。 

このような事業環境に対応し、新たなチャンスを掴み取るためには、既存設備稼

働率の向上による安定供給、ならびに高付加価値製品の受注拡大と安定した生産活

動、そして高い技術力と品質管理の徹底が必要であります。今後とも、この厳しい

環境下を乗り越えるための努力をしてまいる所存でございます。また、今後は

SIMMTECH グループの一員として SIMMTECH GRAPHICS の業績改善を最優先に努めて

まいります。 

当社は、前事業年度に引き続き当事業年度も大幅な損失を計上した結果、貸借対

照表の純資産の部の金額は 44 億 18 百万円の債務超過となりました。2020 年度（第

61 期）の営業環境は 2019 年度より改善できると予想しており、当社では改善して

いく実績に基づき、借入金（シンジケートローンを含む）の返済条件の緩和に対す

る取引金融機関との協議を含め、全社的な努力を傾けております。取引金融機関に

は、2016 年からの借入金の返済に対して 2019 年９月まで猶予を適用していただい

ておりましたが、2019 年 10 月以降は四半期毎に返済を始めております。また、返

済する借入金以外の借入金の延長につきましても、各取引金融機関と協議し、進行

中であります。 

また、当社が主力としているデータサーバーとスマートフォン市場、自動車専用

のセンサ－市場は、2020 年度（第 61 期）におきましても堅調な成長性を続けると

見込まれており、全世界的な営業網を構築している SIMMTECH 本社と積極的に協力

し、正常化する時期を前倒しできるようにしてまいります。 

上記にて報告させて頂きました内容を早期実行し、一日も早く株主の皆様のご期

待に沿えるよう努力してまいります。 
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 (4) 財産および損益の状況の推移 

区 分 
第57期 

2017年３月期 

第58期 

2017年12月期 

第59期 

2018年12月期 

第60期(当期) 

2019年12月期 

売 上 高 

（ 百 万 円 ）  
13,411 10,001 16,634 10,915

営 業 損 失 

（ 百 万 円 ）  
2,790 833 1,530 4,240

経 常 損 失 

（ 百 万 円 ）  
2,796 946 1,680 4,373

当 期 純 損 失  

（ 百 万 円 ）  
2,588 1,012 1,699 5,320

１株当たり当期純損失 

（円） 
224.94 71.76 28.12 50.66

総 資 産 額 

（ 百 万 円 ）  
17,904 19,046 20,179 16,307

純 資 産 額 

（ 百 万 円 ）  
2,618 1,606 902 △4,418

 
(注1) １株当たり当期純利益又は当期純損失は、「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」に従って算出し
ております。 

(注2) 第58期は、決算期変更により9ヶ月間の決算期間となっております。 
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(5) 重要な親会社および子会社の状況 

①親会社の状況 

当社の親会社は株式会社 STJ Holdings で、同社は当社の株式を 100,909,090

株（議決権比率 96.08％）所有しております。 

同社とは、双方のパッケージ基板に関する技術の共有および更なる技術革新の

推進、原材料調達の共通化による生産コストの削減、双方の事業基盤を活用した

販路の拡大および営業力の強化等を目的に、業務提携契約を締結しております。 

 

②重要な子会社の状況 

会  社  名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容 

T.E.TECH(M)SDN BHD 
35百万円   

(1,284千RM)
69.0％ パッケージ基板最終検査 

 

(6) 主要な事業内容 

事 業 区 分 主 要 な 事 業 内 容   

パッケージ基板事業 パッケージ基板の設計、製造、販売 
 

 

(7) 主要な営業所および工場（2019年12月31日現在） 

①当社 

名   称 所 在 地 

本 社 長野県茅野市塚原一丁目８番３７号 

事業所 塚 原 工 場 

 塩 之 目 工 場 

 米 沢 工 場 

 中 大 塩 工 場 

長野県茅野市塚原 

長野県茅野市豊平 

長野県茅野市米沢 

長野県茅野市中大塩 

駐在員事務所 米国事務所（アメリカ合衆国） 
  

 (注) SIMMTECH社との営業活動の協業を進める中で、台湾事務所は2019年1月15日に閉鎖

いたしました。また、当事業年度末日以降、2020年2月6日に米国事務所を閉鎖して

おります。 

 

②子会社 

名   称 所 在 地 

T.E.TECH(M) SDN BHD マレーシア 
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(8) 使用人の状況（2019年12月31日現在） 

当期末従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

535名 △7名 40.0歳 11.8年 

 
(注)  上記のほかにパートタイマー、契約社員、嘱託社員、技能実習生等が89名おります。 

 

(9) 主要な借入先（2019年12月31日現在） 

借   入   先 借   入   額 

 百万円 

株式会社三井住友銀行 3,797 

株式会社八十二銀行 2,009 

株式会社商工組合中央金庫 1,041 

SIMMTECH GLOBAL Co.,Ltd. 1,000 

株式会社長野銀行 829 

株式会社みずほ銀行 541 
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２．会社の株式に関する事項（2019年12月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 200,000,000 株

 

(2) 発行済株式の総数 105,025,090 株

 

(3) 株主数 87 名

 

(4) 大株主 

株    主    名 
当社への出資状況 

持 株 数 出資比率 

千株 ％

株式会社STJ Holdings 100,909 96.1 

東京中小企業投資育成株式会社 670 0.6 

イースタン社員持株会 466 0.4 

宇都宮 正 175 0.2 

三菱瓦斯化学株式会社 165 0.2 

矢島 建紀 150 0.1 

牛山 今朝治 135 0.1 

相模商工株式会社 120 0.1 

北原 治房 111 0.1 

立木 大士 100 0.1 

立木 丈士 100 0.1 

株式会社コーヨー 100 0.1 

 

(5) その他株式に関する重要な事項 

一単元あたりの株式数 100 株

 

３．会社の新株予約権等に関する事項 

(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株

予約権等の内容の概要 

該当事項はありません。 

 

(2) 当事業年度中に当社使用人に対して職務執行の対価として交付された新株予約

権等の内容の概要 

該当事項はありません。 
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４．会社役員に関する事項 

(1) 取締役および監査役の氏名等 

会社における地位 氏  名 担当および重要な兼職の状況 

代表取締役社長 前田 富司  

取締役副社長 金 榮九 
企画本部本部長 

株式会社SIMMTECH取締役経営戦略企画本部副社長 

取締役 パク クァンジュン 株式会社SIMMTECH Holdings代表取締役 

監査役 室伏 秀之 JINSOホールディングス株式会社代表取締役 
 
(注) 監査役 室伏秀之氏は社外監査役であります。 

 

(2) 取締役および監査役の報酬等の額 

区分 支給人員 支給額 
うち社外役員 

支給人員 支給額 

取締役 ３人 27 百万円 －人 －百万円

監査役 １人 2 百万円 １人 2百万円

合 計 ４人 29 百万円 １人 2百万円
 
(注) 期末現在の人員数は取締役３名、監査役１名であります。 

 

(3) 社外役員に関する事項 

他の会社との兼任状況および当社と当該他の会社との関係 

監査役 室伏秀之氏はJINSOホールディングス株式会社の代表取締役であります。

なお、当社と同社の間には特別な関係はありません。 
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５．会計監査人の状況 

(1) 名称 

ＥＹ新日本有限責任監査法人 

 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 12,500千円

 

(3) 会計監査人の報酬等について監査役が同意した理由 

当社監査役は、日本監査役会協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務

指針」を踏まえ、会計監査人が提出した監査計画の妥当性や適正性等を確認し検討

した結果、会計監査人の報酬等は合理的な水準であると判断し、会社法第399条第

１項の同意を行っております。 

 

(4) 子会社の監査に関する事項 

当社の子会社であるT.E.TECH(M) SDN BHDは、当社の会計監査人以外の勅許会計

士の監査を受けております。 

 

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社は、会計監査人の解任または不再任の方針は定めておりません。 



- 10 - 

 

６．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況 

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の

とおりであります。 

(1) 取締役会の職務に関する体制 

①取締役会の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制 

・社内規程（文書取扱マニュアル）に則り適切に保存、管理する。 

・取締役および監査役は、これらの文書を随時閲覧できるものとする。 

②取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・経営の重要事項に関する意思決定機関および監督機関として取締役会を月１

回以上開催し、重要な決定事項について多面より十分な検討を行い、迅速な

意思決定と効率的な業務執行を行う。 

・取締役会において、月次、四半期業績の観察、分析、判断をし、改善、改革

を行う。 

 

(2) リスク管理体制 

損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

・取締役会によるリスク管理 

定例取締役会において、子会社を含めた営業状況、資金繰りを含めた財務状況、

技術開発、品質改善の進捗状況が報告されるほか、必要に応じて臨時取締役会

が開催され、リスクへの早期対応を行う。 

・緊急事態への対応 

緊急事態対応マニュアルを各部署および幹部社員の自宅に常備し、早期に対策

本部を設置できる体制を整える。 

 

(3) 企業集団のコーポレートガバナンス体制 

当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・取締役会において、月次に子会社から経営内容の報告を聴取し、企業集団の

経営状況を取締役が把握する。 

 

 

 

以上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
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貸 借 対 照 表 

（２０１９年１２月３１日現在） 

（単位：千円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

  流 動 資 産 6,303,583   流 動 負 債 19,337,686

 現 金 及 び 預 金 158,139  電 子 記 録 債 務 674,995

 電 子 記 録 債 権 152,715  支 払 手 形 262,282

 売 掛 金 3,251,127  買 掛 金 7,240,983

 製 品 382,316  短 期 借 入 金 3,857,413

 原 材 料 702,097  １年内償還予定社債 191,000

 仕 掛 品 931,196  １年内返済予定長期借入金 4,302,850

 貯 蔵 品 229,526  リ ー ス 債 務 1,794

 前 払 費 用 22,356  未 払 金 2,528,368

 未 収 入 金 254,474  未 払 費 用 202,923

 立 替 金 37,173  未 払 法 人 税 等 16,461

 未 収 消 費 税 182,702  預 り 金 20,166

 そ の 他 0  未 払 消 費 税 等 37,858

 貸 倒 引 当 金 △246  そ の 他 588

  固 定 資 産 10,004,065   固 定 負 債 1,388,501

    有形固定資産 9,904,978  社 債 255,000

 建    物 5,137,355  長 期 借 入 金 1,057,318

 構 築 物 145,463  長 期 未 払 金 76,028

 機 械 装 置 2,308,380  繰 延 税 金 負 債 154

 工 具 器 具 備 品 351,288    

 リ ー ス 資 産 1,973   

 土 地 1,615,160   

 建 設 仮 勘 定 345,356 負 債 合 計 20,726,188

    無形固定資産 42,636 （ 純 資 産 の 部 ）  

 ソ フ ト ウ ェ ア 30,988   株 主 資 本 △4,418,903

 そ の 他 11,648     資 本 金 5,533,400

    投資その他の資産 56,451     資本剰余金 2,239,820

 投 資 有 価 証 券 16,340  資 本 準 備 金 2,033,400

 関 係 会 社 株 式 28,478  その他資本剰余金 206,420

 出 資 金 220     利益剰余金 △12,192,125

   破産債権・更生債権 11,288  利 益 準 備 金 96,668

 そ の 他 11,412  その他利益剰余金 △12,288,793

 貸 倒 引 当 金 △11,288 繰 越 利 益 剰 余 金 △12,288,793

    評価・換算差額等 363

   その他有価証券評価差額金 363

  

  純 資 産 合 計 △4,418,539

資 産 合 計 16,307,648 負 債 及 び 純 資 産 合 計 16,307,648
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損 益 計 算 書 

２０１９年 １月 １日から 

２０１９年１２月３１日まで 

（単位：千円） 

科       目 金          額 

売 上 高  10,915,342

売 上 原 価  14,078,731

売 上 総 損 失  3,163,389

販売費及び一般管理費  1,077,073

営 業 損 失  4,240,463

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 819  

受 入 地 代 家 賃 39,752  

そ      の      他 43,485 84,057

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 136,502  

社 債 利 息 6,317  

支 払 手 数 料 27,000  

社 債 費 用 2,876  

売 上 債 権 譲 渡 損 7,280  

為 替 差 損 14,613  

そ の 他 22,344 216,935

経 常 損 失  4,373,341

特  別  利  益 

 固 定 資 産 売 却 益 68,624 68,624

特 別 損 失   

減 損 損 失 1,011,000

固 定 資 産 除 却 損 1,424 1,012,424

税 引 前 当 期 純 損 失  5,317,140

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,840 3,840

当 期 純 損 失  5,320,980
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株主資本等変動計算書 

（２０１９年１月１日から  ２０１９年１２月３１日まで） 

(単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 
資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途積

立金 

繰越利益 

剰余金 

２０１９年１月１日残高 

 
5,533,400 2,033,400 206,420 2,239,820 96,668 0 △6,967,812 △6,871,144 902,077

事業年度中の変動額             

  新株の発行        

  特別償却準備金の取崩         

  当期純利益         △5,320,980 △5,320,980 △5,320,980

  株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）             

事業年度中の変動額合計 

 
  △5,320,980 △5,320,980 △5,320,980

２０１９年１２月３１日残高 

 
5,533,400 2,033,400 206,420 2,239,820 96,668 △12,288,793 △12,192,125 △4,418,903

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計

その他 

有価証券

評価差額

金 

評価・換算 

差額等 

合計 

２０１９年１月１日残高 490 490 902,567

事業年度中の変動額      

  新株の発行     

  特別償却準備金の取崩     －

  当期純利益     △5,320,980

  株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△126 △126 △126

事業年度中の変動額合計 

 
△126 △126 △5,321,106

２０１９年１２月３１日残高 

 
363 363 △4,418,539

 



-   - 14

（継続企業の前提に関する注記） 

当社は、前年度において、営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、また、

当事業年度においても営業損失 4,240,463 千円、経常損失 4,373,341 千円、当期純損失

5,320,980 千円を計上いたしました。この結果、貸借対照表の純資産の部の金額は 

4,418,539 千円の債務超過となりました。当社の借入金については返済猶予を受けており、

今後の返済条件について取引金融機関と協議しております。資金計画は取引金融機関と

の合意を要する状況にあります。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

当社は、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実施してまいります。 

 

１．韓国の SIMMTECH Co., Ltd．（以下、SIMMTECH 社という。）との資本業務提携を契

機に、2016 年７月より経営陣を一新し、SIMMTECH 社との協業体制を強化しており

ます。SIMMTECH 社の全面的な支援を受けて、パッケージ基板事業のコスト競争力

及び営業力の強化を図り、原価の削減及び新規受注の獲得による収益の改善に引

き続き取り組んでまいります。 

２．借入金（シンジケート・ローンを含む）の返済条件の緩和について取引金融機関

と継続的に協議を行っております。なお、取引先金融機関との合意が得られない

場合には SIMMTECH 社からの財務支援によって SIMMTECH 社グループとして支援を

行う旨のレターを入手しております。 

３．品質と歩留の改善、及び、付加価値の低いテンティング製品の製造を止め、収益

性の高いハイエンド製品特化への移行などにより利益率向上を進めております。

これにより、SIMMTECH 社との協業体制などによって得られている受注環境の改善

効果を、さらなる利益確保へと着実につなげてまいります。 

 

 

しかし、これらの対応策の実施にあたり、対応策の一部につきましては関係者の同意

を今後得る状況にあるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られます。 

なお、計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成しており、継続企業

の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書に反映しておりま

せん。 
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のある有価証券 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のない有価証券 

移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブの評価基準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

 

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

② 原材料・貯蔵品 

移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 20～40 年 

機械装置 8 年 

工具器具備品 8 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウェアが５年（社内における利用可能 

期間）であります。 

 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 
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（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。 

 

（３）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており

ます。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 

（２）ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を満

たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）      （ヘッジ対象） 

為替予約         外貨建金銭債権債務等 

金利スワップ       長期借入金 

 

③ ヘッジ方針 

為替予約については、内規に基づき、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回

避する目的で通常の外貨入金の範囲で為替予約取引を行っております。金利スワ

ップについては、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

行っております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動等を基礎として有効

性を評価しております。また、金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているためヘッジの有効性の評価を省略しております。 

 

（３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に提供している資産及び担保に係る債務 

 （１）担保に供している資産 

    建物 5,128,028千円

    機械及び装置 2,282,393千円

    器具工具 313,597千円

    土地 1,508,106千円

 計  9,232,125千円
   

 

 （２）担保に係る債務 

   1年内返済予定長期借入金 3,280,240千円

   長期借入金 0千円

 計  3,280,240千円

   上記の資産及び債務は、取引銀行５行との間にシンジケーション方式によるコミットメ 

  ントライン契約によるものであり、資産については抵当権仮登記を行っております。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 15,911,113千円

 

３．関係会社に対する金銭債権 1,145,142千円

４．関係会社に対する金銭債務 8,131,617千円

 

５．財務制限条項 

  当社が取引銀行５行と締結しているコミットメントライン契約（借入実行残高4,000,000千 

 円）には、下記の財務制限条項が付されております。 

（１）各事業年度の末日における貸借対照表の純資産の部の金額を直前の事業年度の末日または

  第54期事業年度の末日の貸借対照表の純資産の部の金額のいずれか高いほうの金額の75％ 

  以上に維持すること。 

（２）各事業年度における損益計算書の経常損益を、２期連続して損失としないこと。 
 

 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額 

 営業取引（売上高） 1,694,064 千円

 営業取引（仕入高） 2,636,532 千円

 営業取引以外の取引 79,067 千円
 

 
２．減損損失 

  ① 減損損失を認識した資産または資産グループの概要 

区分 内容 種類 場所 

事業用資産 
パッケージ基板 

製造設備 

建物、建物附属設備、 

構築物、機械及び装置、

工具器具、土地 

長野県茅野市 

 

  ② 減損損失を認識するに至った経緯 

   事業用資産については収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、

減損損失を認識しております。 
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  ③ 減損損失の金額 

    建物       221,113 千円 

    建物附属設備   323,598 千円 

    構築物       15,423 千円 

    機械及び装置   244,757 千円 

    器具工具      34,851 千円 

    土地       171,255 千円 

    合計      1,011,000 千円 

 

  ④ 資産のグルーピングの方法 

   本社、工場に係る全資産について一つのグループとしております。 

  

  ⑤ 回収可能価額の算定方法 

   本社、工場に係る全資産について使用価値により測定しております。 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首

株式数(千株) 

当事業年度増加

株式数(千株) 

当事業年度減少

株式数(千株) 

当事業年度末 

株式数(千株) 

 普通株式 105,025 － － 105,025
 

 

２．自己株式の種類および株式数に関する事項 

  該当事項はありません。 
 

３．剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

（２）当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

 

４．当事業年度末日における新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
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（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 仕掛品・棚卸資産評価引当金 315,924千円

 減価償却超過額 252,965千円

 繰越欠損金 3,677,271千円

 その他 81,059千円

 繰延税金資産小計 4,317,219千円

 評価性引当額 △4,317,219千円

 繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 △154千円

 繰延税金負債合計 △154千円

 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、資金調達については

社債発行や銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 

受取手形、電子記録債権、売掛金及び未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管

理内規に沿ってリスクの低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式

であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。 

社債及び借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であ

ります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2019年 12月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時価（＊） 差額 

（１）現金及び預金 158,139 158,139 －

（２）電子記録債権 152,715 152,715 －

（３）売掛金 3,251,127 3,251,127 －

（４）投資有価証券   

その他有価証券 14,340 14,340 －

（５）電子記録債務 ( 674,995) ( 674,995) －

（６）支払手形 (262,282) (262,282) 

（７）買掛金 (7,240,983) (7,240,983) －

（８）未払金 (2,302,692) (2,302,692) －

（９）短期借入金 (3,857,413) (3,857,413) －

（10）社債 ( 446,000) ( 432,824) 13,175

（11）長期借入金 (5,360,168) (5,229,058) 131,109

（12）長期未払金 ( 301,704) ( 296,028) 5,676

（＊） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（＊） 貸借対照表において記載しております１年内償還予定社債191,000千円については、 

社債に含めております。 

（＊）貸借対照表において記載しております１年内返済予定長期借入金 4,302,850 千円に 

ついては、長期借入金に含めております。 

（＊）貸借対照表において未払金に含まれております１年内返済予定の割賦未払金 225,676

千円については、長期未払金に含めております。  

  

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（１）現金及び預金、（２）電子記録債権、並びに（３）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿 

価額によっております。 

（４）投資有価証券 

時価については、取引所の時価によっております。 

（５）電子記録債務、（６）支払手形、（７）買掛金、（８）未払金、（９）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

（10）社債、（11）長期借入金、並びに（12）長期未払金 

これらの時価について、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は資金調達後大きく異なっていないため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。また、固定金利によるものは、元利金

の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算出する方法

によっております。 
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（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 2,000 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「（４）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

親会社及び法人主要株主等 

（１）SIMMTECH Co.,LTD. 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
SIMMTECH 

Co.,LTD. 

被所有 

 直接  －％ 

 間接 96.1％ 

業務提携 

契約の締結

製品の販売 

製造委託 

原材料の仕入 

設備の購入 

設備の売却 

1,694,064 

307,575 

2,035,902 

204,871 

1,053,331 

売掛金 

未収入金 

買掛金 

未払金 

999,316

77,238

6,613,875

1,473,898

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） SIMMTECH Co.,LTD.は、当社の親会社である株式会社 STJ Holdings の親会社で

あります。 

（注２） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しておりま

す。 

（注３） 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。 

 

（２）SIMMTECH GLOBAL Co.,LTD. 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 

SIMMTECH 

GLOBAL 

   Co.,LTD. 

被所有 

 直接  －％

 間接 96.1％

グループ

会社 
財務支援 1,000,000 借入金 1,000,000

（注１） SIMMTECH GLOBAL Co.,LTD.は、当社の親会社である株式会社 STJ Holdings の親

会社であります。また、SIMMTECH Co.,LTD.は SIMMTECH GLOBAL Co.,LTD.      
の親会社であります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１． １株当たり純資産額 △42円07銭

２． １株当たり当期純損失 50円66銭
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会計監査人の監査報告書 謄本 

独立監査人の監査報告書 

２０２０年３月５日

株式会社 SIMMTECH GRAPHICS 

 取締役会 御中 

 

 

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公 認 会 計 士 冨 田 哲 也 ㊞

 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イースタンの２０１９年１月１日から２

０１９年１２月３１日までの第６０期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明

細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ

スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び

その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表

示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

強調事項 

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当事業年度において営業損失 4,240,463 千円、経

常損失4,373,341千円、当期純損失5,320,980千円を計上した。この結果、貸借対照表の純資産の部の金額は4,418,539

千円の債務超過となった。借入金については、返済猶予を受けており、返済条件の見直しに関して取引金融機関と継

続的に協議している。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、

現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実

性が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類及びその附属明細書に反映されていない。 

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
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監査役の監査報告書 謄本 

 

監 査 報 告 書 

 

当監査役は、２０１９年１月１日から２０１９年１２月３１日までの第６０期事業年度の取締役職務
の執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査の方法及びその内容 

(1) 監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。 

 
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また必要に応じて、子会社から事業報告を受
けました。 

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。 

 また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

 
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書及び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書について検討いたしました。 
 
 

2. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。 

 
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
  会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

  ２０２０年３月１０日 

 株式会社 SIMMTECH GRAPHICS 

 監 査 役    室伏 秀之 ㊞ 

  

 
以上 
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類 

 

１．議決権の代理行使の勧誘者            株式会社SIMMTECH GRAPHICS 

                        代表取締役社長  前田 富司 

 

２．議案および参考事項 

第１号議案  取締役３名選任の件 

 取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は取締役３名の選任をお願いするものであります。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、当社における地位および担当 
ならびに重要な兼職の状況 

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

李  珍 煥 

（1956年10月9日生） 

1981年12月 株式会社斗山電子 MASS LAM課長 

1992年１月 株式会社Samsung電機 PKG常務 

2010年５月 Daeduck電子株式会社 事業本部長 

2016年９月 株式会社SIMMTECH 製造本部長（現任） 

2017年４月 当社SI TF 兼 製造センター長 

2018年１月 当社製造本部長 

2019年２月 当社茅野工場COO（現任） 

－

金  榮 九 

（1967年9月19日生） 

1995年12月 株式会社SIMMTECH入社 

2015年２月 同社取締役経営戦略企画本部副社長（現任） 

2016年６月 当社取締役管理統括部副統括部長 

2016年10月 当社取締役副社長 兼 企画本部長（現任） 

－

パク クァンジュン 

（1962年1月15日生） 

1987年４月 大宇証券株式会社入社 

2010年３月 株式会社SIMMTECH社外取締役 

2016年３月 株式会社SIMMTECH Holdings  

      代表取締役（現任） 

2017年６月 当社取締役（現任） 

－

 (注) 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
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第２号議案  監査役１名選任の件 

 監査役 室伏秀之氏は、本総会終結の時をもって任期満了となり退任されます。つ

きましては監査役１名の選任をお願いするものであります。 

 監査役候補者は次のとおりであります。 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴、当社における地位および担当 
ならびに重要な兼職の状況 

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

李  京 洙 

（1962年6月13日生） 

1992年３月 韓日TOYO株式会社入社 

1996年３月 株式会社マルチパック総務部長 

2004年３月 株式会社SIMMTECH財経グループ長 

2015年７月 株式会社SIMMTECH Holdings財経グループ長 

2018年10月 同社財経企画センター長（現任） 

－

 (注) 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

第３号議案  会計監査人選任の件 

 当社の会計監査人でありますＥＹ新日本有限責任監査法人は、本総会終結の時をも

って任期満了により退任されますので、監査役の決定に基づき、新たにＲＳＭ清和監

査法人に選任することにつき、ご承認をお願いするものであります。 

 なお、監査役がＲＳＭ清和監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、会計監査

人としての独立性および専門性の有無、当社の事業内容との親和性、監査報酬等を総

合的に勘案し検討した結果、適任と判断したためであります。 

 会計監査人候補者は、次のとおりであります。 

名 称 ＲＳＭ清和監査法人 

事 務 所 主たる事務所  東京都千代田区飯田橋１－３－２ 曙杉館４階 

沿 革 

2004年３月   東京国際監査法人を設立。 

2006年10月 法人名称を清和監査法人に変更。 

2009年11月 RSM Internationalと業務提携。 

2017年７月   法人名称をＲＳＭ清和監査法人に変更。 

概 要 

資本金                32百万円 

構成人員    公認会計士          74名 

        その他監査従事者等      18名 

        その他職員           8名 

        合計            100名 

関与会社数                 86社 

事務所等    国内           2か所 

（2020年3月1日現在） 

以上 

 

＜新型コロナウイルスに関するお知らせ＞ 

新型コロナウイルスの感染が広がっておりますが、株主総会にご出席される株主様におかれまして

は、株主総会開催日時点での感染状況やご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感染予防

にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申しあげます。 

また、株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合がありますので、ご協力くださ

いますようお願い申しあげます。 




